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はじめに
　第７回（契約期間・労働条件の明示）の後半部分

　　＊ ただし、本日は契約期間の問題を中心に講義するので、この部分は簡略化

１．重要性・意義

２．パートタイマー・派遣労働者への「労働条件通知書(雇入通知書)」

  1.1993年パートタイム労働法（「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」）

　2.内容：対策基本指針、雇用管理の改善措置、短時間労働者援助センター

　3.雇入通知書

　　1)趣旨

　　2)1999年労基法改正との関係

　　　　労基法上所定事項（以下の［資料６］参照）に加えて、

①昇給、②退職手当・賞与等、③所定労働日以外の日の労働の有無、

④所定時間外労働・休日労働の程度、⑤安全衛生、⑥教育訓練、⑦休職、

についても記載することが必要

３．労働基準法改正

1.1999年改正以前

　　1)労基法15条：労働条件明示、賃金については命令で定める方法で明示

　　2)施行規則5条：明示事項は就業場所・業種と就業規則所定事項（労基法89条）

　　3)通達：「就業規則を明示すれば足りる」（昭29.6.29基発355号）

　2.1999年改正

1)規定：書面による明示の範囲を拡大

趣旨（［資料５］参照）

2)施行規則5条：範囲拡大

3)通達：「就業規則を労働契約の締結の際に交付することとしても差し支えない」

　　　　　（平11.1.29基発45号）

    4)「労働条件通知書」（［資料６］参照）

　3.2003年改正

　　1)規定：施行規則5条の「退職に関する事項」に「解雇の事由」も含まれる

    　　趣旨：先週の講義を参照

　4.違反

　　1)使用者に対して罰則（労基法120条：30万円以下の罰金）

　　2)労働契約は有効
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